
リハビリテーションマネジメント加算 

 

平成 30 年度介護報酬改定により、リハビリテーションマネジメント加算の算定要件等が改められて

います。 

以下に示したＱ&Ａの他、「リハビリテーションマネジメント加算等に関する基本的な考え方並びに

リハビリテーション計画書等の事務処理手順及び様式例の提示について」（平成30年3月22日付け  老

老発第0322第2号）を参照のうえ、適切な請求に努めてください。 

 

 

 

介護報酬改定に関するQ＆A 

リハビリテーション会議への参加は、誰でも良いのか。       

【平成 27年 4月 1日 Q&A（vol.1）_問 81】 

（答）利用者及びその家族を基本としつつ、医師、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、介護支援専門員、居宅

サービス計画に位置付けた指定居宅サービス等の担当者その他の関係者が構成員となって実施される必要があ

る。 

 

介護支援専門員が開催する「サービス担当者会議」に参加し、リハビリテーション会議同等の構成員の参加とリハ

ビリテーション計画に関する検討が行われた場合は、リハビリテーション会議を開催したものと考えてよいのか。 

【平成 27年 4月 1日 Q&A（vol.1）_問 82】 

（答）サービス担当者会議からの一連の流れで、リハビリテーション会議と同様の構成員によって、ハビリテーシ

ョンに関する専門的な見地から利用者の状況等に関する情報を共有した場合は、リハビリテーション会議を行っ

たとして差し支えない。 

 

リハビリテーション会議に欠席した構成員がいる場合、サービス担当者会議と同様に照会という形をとるのか。 

                  【平成27年4月1日Q&A（vol.1）_問83】 

（答）照会は不要だが、会議を欠席した居宅サービス等の担当者等には、速やかに情報の共有を図ることが必要で

ある。 

 

リハビリテーションマネジメント加算（Ⅱ）の算定要件について、「リハビリテーション計画について、医師が利

用者又はその家族に対して説明し、利用者の同意を得ること」とあるが、当該説明等は利用者又は家族に対して、

電話等による説明でもよいのか。                  【平成27年4月1日Q&A（vol.1）_問84】 

（答）利用者又はその家族に対しては、原則面接により直接説明することが望ましいが、遠方に住む等のやむを得

ない理由で直接説明できない場合は、電話等による説明でもよい。ただし、利用者に対する同意については、書

面等で直接行うこと。 

 

 リハビリテーションマネジメント加算（Ⅱ）の算定要件について、理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士が、

利用者の居宅を訪問し、その他指定居宅サービス従業者あるいは利用者の家族に対し指導や助言することとなって

いるが、その訪問頻度はどの程度か。                【平成27年4月1日Q&A（vol.1）_問85】  

（答）訪問頻度については、利用者の状態等に応じて、通所リハビリテーション計画に基づき適時適切に実施する

こと。 

参考 

Ｑ＆Ａ別紙７ 



今般、訪問指導等加算がリハビリテーションマネジメント加算（Ⅱ）に統合されたところ、従前、訪問指導等加算

において、「当該訪問の時間は、通所リハビリテーション、病院、診療所及び介護老人保健施設の人員基準の算定

に含めない」こととされていたが、訪問時間は人員基準の算定外となるのか。 

【平成 27年 4月 1日 Q&A（vol.1）_問 86】 

（答）訪問指導等加算と同様に、訪問時間は、通所リハビリテーション、病院、診療所及び介護老人保健施設の人

員基準の算定に含めない。 

 

一事業所が、利用者によってリハビリテーションマネジメント加算（Ⅰ）又は（Ⅱ）を取得するということは可能

か。                               【平成27年4月1日Q&A（vol.1）_問87】 

（答）利用者の状態に応じて、一事業所の利用者ごとにリハビリテーションマネジメント加算（Ⅰ）又は（Ⅱ）を

取得することは可能である。 

 

訪問リハビリテーションでリハビリテーションマネジメント加算（Ⅱ）を算定する場合、リハビリテーション会議

の実施場所はどこになるのか。                   【平成27年4月1日Q&A（vol.1）_問88】 

（答）訪問リハビリテーションの場合は、指示を出した医師と居宅を訪問し、居宅で実施する又は利用者が医療機

関を受診した際の診察の場面で実施することが考えられる。 

 

通所リハビリテーションの提供時間中にリハビリテーション会議を開催する場合、当該会議に要する時間は人員基

準の算定に含めてよいか。また、リハビリテーション会議を事業所以外の場所で開催する場合も人員基準の算定に

含めてよいか。                          【平成27年4月1日Q&A（vol.1）_問97】 

（答）通所リハビリテーションの提供時間中に事業所内でリハビリテーション会議を開催する場合は、人員基準の

算定に含めることができる。リハビリテーション会議の実施場所が事業所外の場合は、提供時間帯を通じて専ら

当該通所リハビリテーションの提供に当たる従業者が確保されている、又は、専らリハビリテーションの提供に

当たる理学療法士、作業療法士、言語聴覚士が１以上確保され、従業者以外の人員がリハビリテーション会議に

参加する場合は含めなくてよい。 

 

サービス提供を実施する事業所が異なる訪問リハビリテーションと通所リハビリテーションの利用者がおり、それ

ぞれの事業所がリハビリテーションマネジメント加算（Ⅱ）を取得している場合、リハビリテーション会議を通じ

てリハビリテーション計画を作成する必要があるが、当該リハビリテーション会議を合同で開催することは可能

か。                             【平成 27年 4月 30日 Q&A（vol.2）_問 7】 

（答）居宅サービス計画に事業者の異なる訪問リハビリテーションと通所リハビリテーションの利用が位置づけら

れている場合であって、それぞれの事業者が主体となって、リハビリテーションに関する専門的な見地から利用

者の状況等に関する情報を構成員と共有し、リハビリテーション計画を作成等するのであれば、リハビリテーシ

ョン会議を合同で実施しても差し支えない。 

 

リハビリテーションマネジメント加算（Ⅱ）の算定要件にある「医師が利用者またはその家族に対して説明し、利

用者の同意を得ること」について、当該医師はリハビリテーション計画を作成した医師か、計画的な医学的管理を

行っている医師のどちらなのか。               【平成 27年 4月 30日 Q&A（vol.2）_問 11】 

（答）リハビリテーション計画を作成した医師である。 

 



リハビリテーションマネジメント加算（Ⅰ）の算定要件に、「理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士が、介護支

援専門員を通じて、指定訪問介護の事業その他の指定居宅サービスに該当する事業に係る従業者に対し、リハビリ

テーションの観点から、日常生活上の留意点、介護の工夫等の情報を伝達していること」があるが、その他の指定

居宅サービスを利用していない場合や福祉用具貸与のみを利用している場合はどのような取扱いとなるのか。 

               【平成 27年 4月 30日 Q&A（vol.2）_問 9】 

（答）リハビリテーション以外にその他の指定居宅サービスを利用していない場合は、該当する他のサービスが存

在しないため情報伝達の必要性は生じない。また、福祉用具貸与のみを利用している場合であっても、本算定要

件を満たす必要がある。 

 

リハビリテーションマネジメント加算（Ⅱ）の算定要件にあるリハビリテーション会議の開催頻度を満たすことが

できなかった場合、当該加算は取得できないのか。       【平成 27年 4月 30日 Q&A（vol.2）_問 10】 

（答）リハビリテーションマネジメント加算（Ⅱ）の取得に当たっては、算定要件となっているリハビリテーショ

ン会議の開催回数を満たす必要がある。なお、リハビリテーション会議は開催したものの、構成員のうち欠席者

がいた場合には、当該会議終了後、速やかに欠席者と情報共有すること。 

 

リハビリテーションマネジメント加算（Ⅰ）とリハビリテーションマネジメント加算（Ⅱ）については、同時に取

得することはできないが、月によって加算の算定要件の可否で加算を選択することは可能か。 

      【平成 27年 4月 30日 Q&A（vol.2）_問 12】 

（答）リハビリテーションマネジメント加算（Ⅰ）とリハビリテーションマネジメント加算（Ⅱ）については、同

時に取得することはできないものの、いずれかの加算を選択し算定することは可能である。ただし、リハビリテ

ーションマネジメント加算については、リハビリテーションの質の向上を図るため、SPDCAサイクルの構築を通

じて、継続的にリハビリテーションの質の管理を行うものであることから、リハビリテーションマネジメント加

算（Ⅱ）が算定できる通所リハビリテーション計画を作成した場合は、継続的にリハビリテーションマネジメン

ト加算（Ⅱ）を、リハビリテーションマネジメント加算（Ⅰ）が算定できる通所リハビリテーション計画を作成

した場合は、継続的にリハビリテーションマネジメント加算（Ⅰ）を、それぞれ取得することが望ましい。 

 

リハビリテーションマネジメント加算（Ⅰ）又はリハビリテーションマネジメント加算（Ⅱ）は、多職種協働にて

行うリハビリテーションのプロセスを評価する加算とされているが、PT、OT等のリハビリテーション関係職種以外

の者(介護職員等）が直接リハビリテーションを行っても良いか。  【平成 27年 4月 30日 Q&A（vol.2）_問 16】 

（答） 通所リハビリテーション計画の作成や利用者の心身の伏況の把握等については、多職種協働で行われる必

要があるものの、診療の補助行為としての（医行為に該当する）リハビリテーションの実施は、ＰＴ、ＯＴ等の

リハビリテーション関係職種が行わなければならない。 

 

全ての新規利用者について利用者の居宅を訪問していないとリハビリテーションマネジメント加算(Ⅰ)は算定で

きないのか。                        【平成 27年 4月 30日 Q&A（vol.2）_問 22】 

（答）リハビリテーションマネジメント加算（Ⅰ）は利用者ごとに算定する加算であるため、通所開始日から起算

して 1月以内に居宅を訪問した利用者について算定可能である。 

 

通所リハビリテーションの利用開始後、1 月以内に居宅を訪問しなかった利用者については、以後、リハビリテー

ションマネジメント加算(Ⅰ)は算定できないのか。       【平成 27年 4月 30日 Q&A（vol.2）_問 23】 



（答）算定できない。ただし、通所開始日から起算して 1月以内に利用者の居宅への訪問を予定していたが、利用

者の体調不良などのやむを得ない事情により居宅を訪問できなかった場合については、通所開始日から起算して

1 月以降であっても、体調不良等の改善後に速やかに利用者の居宅を訪問すれば、リハビリテーションマネジメ

ント加算(Ⅰ)を算定できる。 

 

リハビリテーションマネジメント加算（Ⅱ）⑴を取得中にリハビリテーションマネジメント加算（Ⅰ）に変更して

取得した場合であっても、その後、利用者の状態に応じてリハビリテーションマネジメント加算（Ⅱ）を再度取得

する必要が生じた際には、リハビリテーションマネジメント加算（Ⅱ）⑴から取得することができるのか。  

      【平成27年6月1日Q&A（vol.3）_問3】 

（答）リハビリテーションマネジメント加算（Ⅱ）⑴からリハビリテーションマネジメント加算（Ⅰ）に変更して

取得後、利用者の同意を得た日の属する月から６月間を超えてリハビリテーションマネジメント加算（Ⅱ）を再

度取得する場合は、原則としてリハビリテーションマネジメント加算（Ⅱ）⑵を取得することとなる。ただし、

リハビリテーション会議を開催し、利用者の急性増悪等により、当該会議を月に１回以上開催し、利用者の状態

の変化に応じ、当該計画を見直していく必要性が高いことを利用者若しくは家族並びに構成員が合意した場合、

リハビリテーションマネジメント加算(Ⅱ)⑴を再度６月間取得することができる。その際には、改めて居宅を訪

問し、利用者の状態や生活環境についての情報収集（Survey）すること。 

 

リハビリテーションマネジメント加算（Ⅱ）⑴を取得中で、取得開始から６月間を超えていない場合であっても、

リハビリテーションマネジメント加算（Ⅱ）⑵に変更して取得することは可能か。 

例えば、月１回のリハビリテーション会議の開催によりリハビリテーションマネジメント加算（Ⅱ）⑴を取得し２

月間が経過した時点で、月１回のリハビリテーション会議の開催が不要と通所リハビリテーション計画を作成した

医師が判断した場合、３月目から３月に１回のリハビリテーション会議の開催によるリハビリテーションマネジメ

ント加算（Ⅱ）⑵に変更して取得することはできないのか。       

【平成27年6月1日Q&A（vol.3）_問4】 

（答）リハビリテーションマネジメント加算（Ⅱ）は、医師、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士などの多職種

が協働し通所リハビリテーション計画の作成を通じたリハビリテーションの支援方針やその方法の共有、利用者

又はその家族に対する生活の予後や通所リハビリテーション計画等についての医師による説明、理学療法士、作

業療法士、言語聴覚士による居宅での生活の指導を行うことで、心身機能、活動、参加にバランスよくアプロー

チするリハビリテーションを管理することを評価するものである。 

リハビリテーションマネジメント加算（Ⅱ）⑴については、利用者の状態が不安定となりやすい時期において、

集中的に一定期間（６月間）に渡ってリハビリテーションの管理を行うことを評価するものである。 

したがって、リハビリテーションマネジメント加算（Ⅱ）⑴を６月間取得した後に、リハビリテーションマネジ

メント加算（Ⅱ）⑵を取得すること。 

リハビリテーションマネジメント加算（Ⅲ）及び（Ⅳ）の算定要件では、医師がリハビリテーション計画の内容に

ついて利用者又はその家族へ説明することとされている。 

平成 30 年度介護報酬改定において、リハビリテーション会議の構成員である医師の参加については、テレビ電話

等情報通信機器を使用しても差し支えないとされているが、リハビリテーション計画の内容について利用者又はそ

の家族へテレビ電話等情報通信機器を介して説明した場合、リハビリテーションマネジメント加算（Ⅲ）及び（Ⅳ）

の算定要件を満たすのか。                   【平成 30年 3月 23日 Q&A（vol.1）_問 53】 

（答）リハビリテーション会議の中でリハビリテーション計画の内容について利用者又はその家族へ説明する場合



に限り満たす。 

 

リハビリテーションマネジメント加算におけるリハビリテーション会議の構成員である医師の参加については、テ

レビ電話等情報通信機器を使用しても差し支えないとされているが、テレビ電話等情報通信機器の使用について、

基本的には音声通話のみであるが、議事のなかで必要になった時に、リハビリテーション会議を実施している場の

動画や画像を送る方法は含まれるか。                【平成30年3月23日Q&A（vol.1）_問54】 

（答）含まれない。テレビ電話等情報通信機器の使用については、リハビリテーション会議の議事を円滑にする観

点から、常時、医師とその他の構成員が動画を共有している必要がある。 

 

リハビリテーションマネジメント加算（Ⅳ）について、通所・訪問リハビリテーションの質の評価データ収集等事

業に参加するにはどうしたらよい                  【平成30年3月23日Q&A（vol.1）_問55】 

（答）「リハビリテーションマネジメント加算等に関する基本的な考え方並びにリハビリテーション計画書等の事

務処理手順及び様式例の掲示について」（平成30年3月22日老老発0322第2号）の「第2（5）リハビリテーション

マネジメント加算（Ⅳ）の算定に関して」を参照されたい。 

 

自治体が制定する条例において、法令の定めがあるときを除いて、個人情報を処理する電子計算機について、自治

体が保有する以外の電子計算機との結合が禁じられている事業者であるが、通所・訪問リハビリテーションの質の

評価データ収集等事業に参加できるか                【平成30年3月23日Q&A（vol.1）_問56】 

（答）自治体が制定する条例の解釈については、当該条例を制定した主体が判断する者である。なお、通所・訪問

リハビリテーションの質の評価データ収集等事業のシステムを活用したデータ提出を要件としてリハビリテー

ションマネジメント加算（Ⅳ）は「指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準」（平成12年厚生省

告示第19号）という法令に基づいたものである。 

 

 通所リハビリテーションのリハビリテーションマネジメント加算（Ⅱ）、（Ⅲ）及び（Ⅳ）では、リハビリテーシ

ョン会議の開催頻度について、リハビリテーション計画の同意を得た日の属する月から起算して６月以内の場合に

あっては１月に１回以上の開催が求められているが、平成30年度介護報酬報酬改定において、「算定開始の月の前

月から起算して前24月以内に介護保険又は医療保険のリハビリテーションに係る報酬の請求が併せて6月以上ある

利用者については、算定当初から3月に1回の頻度でよいこととする」とされている。 

平成29年度に既にリハビリテーションマネジメント加算（Ⅱ）を算定しており、かつ、上記の要件に該当している

利用者における平成30年4月以降のリハビリテーション会議の開催頻度についても、3月に1回として差支えないか。                         

【平成30年3月28日Q&A（vol.2）_問1】 

（答）差支えない。 

 《参考》介護報酬通知（平12老企36号）第2の8･（10）･⑧ 

  リハビリテーション会議の開催頻度について、指定通所リハビリテーションを実施する指定通所リハビリテー

ション事業所若しくは指定介護予防通所リハビリテーションを実施する指定介護予防通所リハビリテーション

事業所並びに当該事業所の指定を受けている保険医療機関において、算定開始の月の前月から起算して前24月以

内に介護保険又は医療保険のリハビリテーションに係る報酬の請求が併せて6月以上ある利用者については、算

定当初から3月に1回の頻度でよいこととする。 

 

介護予防通所リハビリテーション費におけるリハビリテーションマネジメント加算の算定要件に、「新規に介護

予防通所リハビリテーション計画を作成した利用者に対して、指定介護予防通所リハビリテーション事業所の医師



又は医師の指示を受けた理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士が、当該計画に従い、指定介護予防通所リハビリ

テーションの実施を開始した日から起算して一月以内に、当該利用者の居宅を訪問し、診療、運動機能検査、作業

能力検査等を行っていること」とあるが、平成30年3月31日以前から介護予防通所リハビリテーションを利用して

いる利用者について、平成30年4月以降にリハビリテーションマネジメント加算を算定する場合に、利用者の居宅

を訪問する必要があるのか。                      【平成30年4月13日Q&A（vol.3）_3】 

（答）平成30年3月31日以前に利用者の居宅を訪問して評価を行った記録があれば、平成30年4月以降に改めて居宅

を訪問する必要はないが、利用者の状態や居宅の状況に変化がある場合は、必要に応じて利用者の居宅を訪問す

ることが望ましい。平成30年3月31日以前に利用者の居宅を訪問して評価を行った記録がなければ、平成30年4

月以降に次回のリハビリテーション計画を見直す機会を利用するなどして居宅を訪問されたい。 

 

 

新規利用者について通所リハビリテーションの利用開始日前に利用者の居宅を訪問した場合は、リハビリテーシ

ョンマネジメント加算(Ⅰ)の算定要件を満たすのか。また、新規利用者について、介護予防通所リハビリテーショ

ンの利用開始日前に利用者の居宅を訪問した場合は、リハビリテーションマネジメント加算の算定要件を満たすの

か。                             【平成 30年 5月 29日 Q&A（vol.4）_問 8】 

（答）いずれの場合においても、利用初日の１月前から利用前日に利用者の居宅を訪問した場合であって、訪問日

から利用開始日までの間に利用者の状態と居宅の状況に変化がなければ、算定要件である利用者の居宅への訪問

を行ったこととしてよい。 

 

 


